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第５回浦安市復興計画検討委員会議事録

１ 開催日時 平成 24 年 3 月 28 日（水） 午後６時 00 分～８時 30 分

２ 開催場所 美浜公民館 大集会室

３ 出席者

（委 員）青山委員長、阪本副委員長、内苑委員、柏女委員、小林委員、

中井委員、柳委員佐々木委員、関谷委員、宮﨑委員、岩室委員、

柳内委員（代理：高木氏）、清水委員（代理：加藤氏）、上西委員、

細川委員、上野委員、

（傍聴者）21 名

４ 議 事

復興計画（素案）について

５ 配付資料

資料 5-1 第４回委員会における指摘事項と対応方針

資料 5-2 浦安市復興計画（素案）

資料 5-3 浦安市復興計画（素案）に対するパブリックコメント概要

資料 5-4 東日本大震災復旧・復興に関する特別委員会からの提言書

６ 開会

事務局より、委員の出欠状況の報告、傍聴上の注意、資料確認を行った。なお、第４回

議事録は、既に市のホームページ上で公開していることを報告した。次いで、市長の挨拶

が行われた。

７ 議事の概要

１）浦安市復興計画（素案）について

事務局より、資料 5-2 について、１～３章と４～５章に分けて説明を行い、質疑応答及

び意見交換を行った。

２）その他

以下の点を確認した。

・今回の議事録（案）は、まとまり次第、メールで委員に送付し、修正があれば４月１

２日（木）までに市事務局へ連絡して頂く。

・今後の手続き等、策定の状況について、事務局より各委員に報告を行う。

【質疑応答】

１）浦安市復興計画（素案）第１～３章について
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●説明に対する質疑、意見

（阪本副委員長）基本計画が基本にあって、補完する意味で復興計画がある。基本計画を

作って良かったと思うのは、住みがいがある、市民と一緒に作っていくことが述べ

られていることである。ｐ27「２ 復興の基本方針」の前文はよく書けていると思

う。つまり、基本計画をしっかり進めることが大事だと認識した。

また、例えば、宅地・建物の被害、液状化のリスクの認識、公共施設・民間施設

の損失、環境の悪化、財政支出がきつくなり、これまでのような財政支出が困難に

なること等、震災が浦安に浦安市にもたらしたものの総括を、「１ 復興に向けた

課題」の前か、Ⅲ・１とⅢ・２の間どちらかに簡潔な要約があるとよい。

（企画政策課長）震災を通して私たちも多くのことを学んだ。ご指摘頂いた課題の認識が

キャッチコピーにどのように結実していくか悩んでいるところである。基本計画の

キャッチコピー「人が輝き躍動するまち・浦安」は、ただハードを充足するだけで

なく、市民の方々のノウハウや知識などの力が発揮されて、まちづくりの中で貢献

していく、まさに「住みがいがあるまち」の姿を非常によく表現しており、これを

超える言葉がなかなか出てこない。面はゆいところがあるが、本日の復興計画

（案）には、今回の震災で学んだことや想いを全体的に受け留めてつくってみた。

（青山委員長）ｐ２７「２ 復興の基本方針」の１～２段落目「今回の震災を経験し、～

確信しました。」が総括的な内容だが、復興の基本方針の（１）～（３）に繋がる

流れを考慮して検討してみるということでどうか。

（市長公室長）もう少し整理してみる。

（岩室委員）計画の推進評価について、ｐ３で実施計画の管理をすることは書かれたが、

基本計画を誰がどのような組織で、どのように管理し、推進するのかがよく分から

ない。基本計画の管理・推進については、これまでどのように評価してきたのか教

えてもらいたい。

（市長公室長）今回の復興計画は、これから３～５年ないしは１０年の施策の方向性を示

そうとしている。ご指摘の進行管理は、方向性より具体的な事業が明確になり、そ

の到達目標が数値化されていたりするのだと思う。行政的には、その部分を実施計

画が担うことになる。これは、４年ごとに内部評価をして市民にお知らせする形で

ある。誰がどのような指標で評価するかは、施策の方向性である今の段階では明確

にすることが難しく、次の実施計画の段階で検討したい。

（岩室委員）施策の方向性レベルの、例えば市民力の評価を数値化することは難しい。そ

のような場合は、そのプロセスを評価しなければならない。また、内部評価だけで

なく、市民とともに行う外部評価が重要である。例えば、この委員会のような場を

立ち上げていけるとよい。これまでそのようなことがあまり行われていなかったと

すれば、この復興計画で評価をきちんと位置付けることが大事であり、それを提案
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したい。

（企画政策課長）現在行っている評価としては、事務事業評価や政策評価がある。これは

自治体によって様々なやり方をしている。事務事業評価と市民意向調査により実施

計画の事業の優先性を検討し、分野別の計画に繋げている。この復興計画もそのよ

うな視点で実施計画に繋げていく。

（青山委員長）復興計画の視点からも評価を行うことを追加する。

（佐々木委員）「評価」という言葉が入ることで、市の負担が増えてしまうとよくないが、

見直しや振り返りの期間、機会はつくってよいと思う。例えば、このような会議を

もう一度やる。復興計画の方向性に各事業が合っているのか、３～５年で振り返り、

確認してみるのはどうか。

（上野委員）市民の中には、液状化をはじめとして様々な問題に強い方々がいる。このよ

うなことを踏まえ、ふるさと復興市民会議では、震災に強くて負けない浦安として、

市民も市民力を上げるためのまといを高く上げた提案をまとめた。ｐ３の計画の位

置づけの図に、市民力という強いキーワードを入れてもらいたい。

（阪本副委員長）ｐ４の計画期間について、現在の基本計画・実施計画が次に見直される

時に、合わせて復興計画も見直していかなければならない。

（市長公室長）ご指摘の通りだと思う。平成 26 年度の見直しにあたっては、復興計画に

沿って見直しをしていきたい。

（関谷委員）復興計画（案）には「市民と一緒に計画を進めていく」ことが書かれている

が、市民との連携がどのような形でできているのか、要所に書かれていなければな

らない。市民との連携は、行政と市民や地域などが双方向のやりとりの中でうまく

いっているのか、何を実践すればうまくいくのかということが大事だが、今の段階

では予想できないことも多い。評価は内部評価が多いと思うが、近年の外部評価の

流れもあるので、市民との双方向のやり取りの中で確認しながら進めていく必要が

ある。そうでなければ、ｐ２９の「４）地域自治体制の整備」も進んでいかないの

ではないかと思う。

また、「地域自治の定義を明確に」という前回の意見に関連して、資料 5-1 の対

応方針に「地域に権限を委ねていく」と書かれているが、復興計画の文中に記述が

見当たらない。「地域に権限をゆだねていく」ことも、市民との双方向のやり取り

の中で、市民の中のアイデアや動きを活かしていく、そのような裾野を広げていく

ことが大事である。「地域に権限を委ねていく」ことの主旨はどのようなことなの

か。

（企画政策課長）現在、浦安市でいう「協働」は、ある意味でテーマ型であり、地域や行

政の課題に対応するＮＰＯ等と行政が共同作業を行う形である。

一方、地域の中には様々な課題があるが、総体的に市が取り組めていない。よう
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やく協働提案事業によるテーマ型の協働に着手したところである。次は、地域の課

題をどのように捉えて、地域の中がテーマ型の取り組みで分断されている様々な組

織を繋ぐプラットフォームを作っていくことが必要であり、市もそれに対応した体

制等を整えていかなければならないと考えている。

場を作るだけでなく、予算の権限を付与する例も他の自治体では見られる。今回

の震災で行政が充分に機能できなかったことが分かったこともあり、地域が自立し

て自らの課題に取り組むフィールドを今から作って行く段階に来ているのだと思う。

次のステージに向けて、という想いで地域自治について書いてみている。

（柳委員）環境審議会で環境基本計画等をつくる過程で、基本計画に書かれた施策を推進

するために、サポーター会議等、市民の力で作ってきたと自負している。そのよう

なことから、浦安市の市民力には相当のポテンシャルがあると思うが、市は今まで

にそのような取り組みをしてきたことをちゃんと評価していないように感じるので、

今一度見直してみるとよい。

ｐ２８「（３）新生浦安に向けた復興まちづくり」について、言葉として「価値

の創造」「価値の創生」という表現があるが、整理するとよい。ここでは、これま

で顕在化していた価値を再生することや、潜在的なポテンシャルを掘り起こして新

しいものを作るという意味で「創生」を使っていると思う。一方で基本計画の時も

議論があったが、「価値の創造」という表現は、使わない方がよいと思う。「創生」

で一本化する等、言葉の意味を確認するとよい。

（小林委員）これまで市民の負担に関して言及してきたことに関連して、資料「計画期間

中の財政収支の見通し」（事務局注：委員のみに配布）の液状化特定財源に国・県

支出金とあるが、これは決定しているものなのか教えてもらいたい。

（市長公室長）できれば「Ⅳ．復興まちづくりの展開」「Ⅴ．復興計画の推進」で説明さ

せて頂きたい。

（小林委員）この点だけ先に教えて頂きたい。

（財政部長）復興交付金又は社会資本総合交付金、個別の補助金を想定して、行わなけれ

ばならないものを積み上げて作成している。

（小林委員）つまり、この見通しは希望ということである。この計画が国や県に対する要

望の計画であることを踏まえながら話したい。

「復旧」と「創生」は意味が違う。「創生」の部分の支出に国や県の支援を受ける

ことは、国・県の税金で浦安市の資産価値を上げることになり、支援を期待しにく

い。受益者の負担を掲げないと、計画に書いてあることの実現が困難であると思う。

（財務部長）復興交付金等は、希望というよりはある程度見込めると考えている。また、

地方債の償還が進んでおり、財政的に十分耐えられると考えている。

（柏女委員）ｐ２８「３）災害に備えた市街地の防災機能の強化」又は「４）自助・自立
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と協働・支えあいによる防災体制の強化」に、避難所や避難経路のユニバーサルデ

ザイン化についての内容を追加するとよい。

ｐ２９の「４）地域自治体制の整備」は、一文が長く、分かりにくくなった。少

なくとも２行目の「災害時だからこそ」は削除するとよい。その意図を入れるなら

下から２行目で「～に取り組みます。そのことが災害時の効果的な緊急対応に繋が

る」と書くとよい。

（中井委員）最初の方に、被害の概要と復旧の取り組みが書かれているが、それに対する

解釈や認識が書かれていないように思う。液状化対策技術検討調査委員会の知見も

見られないように思う。「復興」は元に戻すだけではないので、今回の被害がなぜ

起こったと認識しているのかが重要である。特に、将来同じ被害が起こると考えて

いるのかが不明なので、復興計画が何を目指しているのかよく分からない。

（企画政策課長）ｐ２７「（２）復興の礎となる災害に強いまちづくり」で基本的な考え

方を整理している。どのような地震動を想定しているかについては、ｐ４０

「（１）公共公益施設の耐震・液状化対策の強化」で、道路や橋梁、下水道の確保

すべき性能を示しており、液状化対策技術検討調査委員会のまとめを踏まえ、レベ

ル２の地震※に対してそれなりの機能を確保することを書き込んでいる。

ｐ４３「（２）宅地の液状化対策の促進」については、国の液状化対策推進事業

を基本に取り組むことを書きこんだが、詳細は積み残している。復興交付金等を活

用できるものから優先的に取り組みたい。
※レベル２地震：陸地近傍で発生する大規模なプレート境界型地震や直下型地震のように、大き

な強さを有する最大級の地震動

（中井委員）今の説明にある内容は各論に入った段階の話であり、前段で総括が必要とい

うことである。今回の地震の被害がどういうものだったと認識しているか、例えば、

中小地震動では液状化が起こらないようにする、又は 100～200 年単位で発生する

地震でインフラはどこまで耐えられるものとするか、といったことである。

（石井副市長）100～200 年単位で発生するレベル２の地震が起こっても液状化が発生し

ないようにすることは技術的、コスト的に難しいと考えている。それを踏まえ、ｐ

２７「１）減災を基本とする災害対策の再構築」で、被害を最小限に抑え、復旧を

早期に図れるように、予防をしながらハードソフト両面から備えるとした。

（中井委員）それが今回の被害に照らし合わせてどうなのか、わからない。例えば、今回

程度の地震が来た場合に、どのようなところを大丈夫なようにしておくのか、規模

が小さい地震が来た時はどうするのか、また大きな地震が来た時に被害を完全に無

くすことはできないと認識していることを書いておくとよい。

減災は当然だが、5～10 年又は 10～20 年程度の間隔で発生する地震に対しても

減災の考え方なのか、防災の考え方なのかということである。Ⅳではなく、基本的

な資産価値としてどうなのか、前段で書かれるべきである。
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（石井副市長）レベル１の地震にも対応した上で、レベル２の地震の場合は、重要な道路

や下水等が機能するようにするという考え方である。

（中井委員）「レベル１」や「レベル２」は専門用語であるので使わない方がよいが、そ

れに対応する表現が後段にないので、その点も工夫してもらいたい。

今回、被害の有無の地域差があったと思う。被害の事実だけでなく、被害の総括

もあるとよい。

（清水委員）ｐ２６中段「さらに～」の文章がおかしいので、「～対応できないことが認

識」でなく「～対応できないことを認識」と修正するとよい。

ｐ２９等、全体を通してだが、「目指す」と「めざす」等の統一しておくとよい。

ｐ１０の仮設トイレの設置の概要の表で、鉄鋼通りの設置総数が 50 となってい

るが、他の数字の合計と合っていないので確認してもらいたい。

（岩室委員）「評価」の言葉にアレルギーがあるように感じたので、「評価」の表現をやめ

てもよいが、「推進に関しては市民協働で取り組む」としてもらいたい。

（青山委員長）「評価」について、一般的に計画を作って実現していることを検証するこ

とにはアレルギーはないと思うので、表現の問題として工夫できると思う。

ここまでの話を確認すると、液状化対策はｐ４０の各論ではなく、基本方針で基

本的な考え方が書かれなければならないこと、ｐ２８～２９の「創生」等の表現の

整理、ｐ２７「（２）復興の礎となる災害に強いまちづくり」に、これまで出来て

いたこと、震災で得られたことについて、重複してもいいので書き加えることがあ

ったと思うので修正してもらいたい。

２）浦安市復興計画（素案）第４～５章について

●説明に対する質疑、意見

（上野委員）受益者負担の話があったが、戸建住宅は定年を迎えた高齢者が多く、新たな

財政負担は市民としては困るとの意見が多くあり、都市計画税等の新たな負担はア

レルギーが出ると思う。国や県で支援してもらう方向の検討はお願いしたい。 浦

安市は、長い間、不交付団体であったので、国や県に貯金のような形で貢献してき

たとも考えられるのではないか。そのようなことで、今回は助けて頂きたい。

集合住宅の場合は、今回の地震で修繕を行ったある例では約５億円を要したが、

１０億円の積立があったので修繕することが出来た。戸建住宅も、これに似た積み

立ての仕組みができないか。税収の中で目的を持ってプールすることを提案したい。

（小林委員）浦安市民にとって当然のご意見だと思う。学識経験者としての立場から浦安

市の要求が世間からどのように見えるのかということを指摘する役割もあり、例え

ば千葉県民から見ると、都市計画税がないのに県に創生の費用を求めるのは県民感

情的に良いとは考えにくいので、万が一、創生の支援を得られなかったことも考え
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ておくとよいのではないかという意見である。この計画は要望の計画なので、書か

なくてよいが、検討はしておくとよいという意見である。

また、ｐ４３「（２）宅地の液状化対策の促進」に、液状化による被害の調査結

果の公表や、液状化危険度マップの作成と公表が書かれているのは高く評価してい

る。実際にやろうとすると抵抗が出てくると思うが、それを乗り越えて実施し、正

確な情報を広めることを期待している。公表したから不動産価値が落ちるという考

え方ではなく、適切な対応した所の価値が上がるという見方で考えて頂きたい。

（柏女委員）一点目は、一例としてｐ３７に「スクールライフカウンセラー」とあるが、

「スクールカウンセラー」だと思う。市独自のネーミングがある場合は、この計画

が要望計画の側面を持つものであれば、正式な名称も書いておくとよい。そのほか

にも「児童育成クラブ」は「放課後児童クラブ」、「保育園」は「保育所」が正式な

名称であり、全体的に確認するとよい。

二点目は、ｐ６３「（４）避難対策の強化と円滑な避難所運営体制の確立」で、

避難所や避難経路のユニバーサルデザイン化について、基本方針だけでなく、この

部分にも入れるとよい。

三点目は、ｐ７４の施策の方向性の○の２つ目について、子育て家庭についてが

ほとんどで、子どもの遊び場等の子どもの育ちを支援するサービスについて不足し

ている。子どもの意見で遊び場を直してほしいとあったことを踏まえて、検討して

もらいたい。

四点目は、ｐ８５「Ⅴ．復興計画の推進」は国・県への要望を書いている部分だ

が、Ⅳの各論で書かれている「～を千葉県に求めます」等の内容を、この部分でま

とめて具体的に書くとよいと思う。その中に、個人情報保護法の改善について、国

が見直すとのニュースもあったが、個人情報保護と要援護者を効果的に支援するこ

との関係について検討すべきだと、要望の一つとして入れるとよい。

（佐々木委員）ｐ５５「４）ボランティアの要請・受け入れ体制の強化」の実施主体が事

業者になっているが、これは関係機関又は市も含めてになると思う。

ｐ５５「１）市の防災体制の確立・強化」について、地域防災計画改定があるが、

その前に被害想定の実施が必要である。

また、全体を読んだ感想だが、「市民」の定義に昼と夜の人の視点を意識する必

要があると思う。浦安市外から来ている鉄鋼団地で働く方の多くは日中被災すると、

浦安市内の被災者となる。逆に、浦安市に在住しているが市外に勤務する人も多く、

昼夜間に様々な市民がいることを、全体的に意識しておくとよい。

最後に、今回の被災の経験は今後の行政の対応に重要なことであり、市の中で、

どのような状況があって、どのように対応したのか等、詳細な記録の作成をしてお

くことが重要である。
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（柳内委員）資料「計画期間中の財政収支の見通し」で、平成２５年度の歳出の中の実施

計画経費が平成２４年度に比べて大きく増加しているが、これは市庁舎の建て替え

が入っているためなのか教えてもらいたい。

また、ｐ４９の施策の方向性の１つ目について、機能強化を図るという視点で書

かれているが、災害時にどのような機能が庁舎に不足したのか、どのような強化を

するのか、よりＰＲした書き方にしてよいと思う。

（企画政策課長）平成２５・２６年度で庁舎建設に関する費用を見込んでいる。今回の震

災では、スペースがないために災害対策本部が開催できず、文化会館に本部を設置

する等、災害対策本部が機能しなかったという大きな問題があった。

柏女委員の個人情報保護法に関するご指摘について、浦安市が制定している災害

基本条例で、要援護者に関する情報は個人情報保護の対象の例外とすることにして

おり、実際の運用面で課題はあるが、制度面では担保している面がある。

佐々木委員のご指摘に関連して、昼間人口といえばオリエンタルランドが抱える

年間 2500 万人、日中に何万人という来客者への対応が一つの課題としてあるが、

オリエンタルランド社が対応をされている部分と合わせて、市と協定を結んで対応

している。鉄鋼団地で働く方々については今後の課題として残されている。

また、行政の中の経験や教訓については、職員意識調査やヒアリングで集めつつ

あり、作業を進めて来年度からの地域防災計画の改定に繋げていく予定である。

（宮﨑委員）先ほどの説明で復興に関わる事業の負担について市は５９％程度とあったが、

東北被災地はほぼ１００％国の負担である。浦安市は財政力がある等の理由により、

負担が大きくなってしまうのかという印象を受けた。

資料「計画期間中の財政収支の見通し」で、教えてもらいたいことの一点目は、

市庁舎建設については実施計画経費に含まれているとの話だが、実施計画経費の内

容について、震災関係の内容がどの程度入っているのか教えてもらいたい。

二点目は、歳出の中の「その他経費」はどういうものか教えてもらいたい。

三点目は、歳入の実施計画特定財源について、平成２５年度は３５億円を市債で

調達することになっている。市債の割合が大きくなると、償還が開始する頃の市の

財政が逼迫するかもしれない。長期的な償還に関する想定を教えてもらいたい。

あと印象に残ったのは、財政調整基金残高が平成２４年度に１２８億円あったも

のが、平成２６年度には２年で７２億円に減っており、なるべく基金を残すように、

できるだけ基金を使わない方向で賄えるとよいと思った。

（企画政策課長）実施計画経費には、保育園の整備などの子育て施策や高齢者施策等が含

まれている。庁舎は「投資的経費」の中に含まれている。

（財務部長）実施計画経費のその他経費は、物件費、維持補修費、互助費等である。この

中では物件費が約１７０億円であり、これをコントロールすることが課題であるが、
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３％の伸びで見通しを立てている。

市債の償還に関連して、市債の残高は、市長が就任された当時は４００数十億あ

ったが、今年度末で２００億程度になる。そうはいってもきつい面もあるので、シ

ミュレーションをして検討しているところである。

財政調整基金について、平成１３年度の長期の見通しをみると、平成２３年度に

は３０億円しかないという想定になっていた。長期の見通しはどうしても厳しく作

らざるを得ない。どの程度が妥当なのか、検討しながら見通しを作っていきたい。

（宮﨑委員）財政調整基金は、次の震災に対する備えでもあるので、無理の無いようにし

てもらいたい。

先の質問を補足するが、災害復旧や液状化対策は項目があるが、平成２４・２５

年度で、実施計画経費が倍くらい伸びており、この中に復興に関する費用が入って

いるのかを教えてもらいたい。

（企画政策課長）この復興計画にある事業が全て実施計画経費に含まれている訳ではない。

経常的に取り組んでいる事業も含まれている。復興計画を踏まえて実施計画を見直

していくので、この財政の見通しも変わっていく。

（関谷委員）ｐ３７「３）地域コミュニティを中心とした連携体制の強化」について、地

域コミュニティの強化には様々な側面と、自治会やＮＰＯ等の担い手がいる。担い

手の交流が弱いという状況があり、行政はそれらの担い手が自然に交流する場を作

るだけでも重要であるので、工夫してもらいたい。

ｐ４９「（５）防災拠点や防災ネットワークの機能強化」で、学校についての記

述は「（１）公共公益施設の耐震・液状化対策の強化」に移したとの説明があった

が、学校は教育施設と地域に開いた拠点となる施設の両面があるので、この部分で

も触れてもらいたい。（１）だけの記述では、教育施設としての意味合いが優先さ

れる恐れがあり、地域の拠点として開いていくことを（５）で書いてもらいたい。

ｐ５８・５９「（２）市民・事業者・行政などの連携強化」で、３者の連携強化

で大事なのは、自主性を活かすことを前提にできるどうかである。連携できること

を小出しに少しずつ開いていく方法と、まず開いてしまって要所で抑制していく方

法があるが、市民のモチベーションを考えると、まず意見を出してもらってその後

関係を考えていくことができる後者がよい。まず市民の意見や自主性を活かすこと

を前提にすることを表現として入れてもらいたい。

ｐ８６の７行目で、「さらに一歩進め」とあるのを、実際にどのように進めてい

くとよいか大事な問題である。地域自治は行政が市民を管理するためにするもので

はなく、地域の自治意識をどのように作り出していくかが大事である。そのための

形は様々なものがあり、市民が自分達なり地域で考えていく裾野を広げてもらいた

い。まだ、復興計画の中の協働は支援の意味合いが強いが、支援は自治を作るプロ
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セスの部分に対するものであって、大事なのは、そのプロセスを進めながら市との

関係をどのように構築していくかである。これらを踏まえた表現を工夫してもらえ

るとよい。

（中井委員）質問だが、具体的な施策の大半が平成２４・２５年度となっているが、これ

は、今考えている予算でできるのか、それとも予算の中でできることを進めるとい

う考えなのか。

また、ｐ４３「（２）宅地の液状化対策の促進」について、「良くないかもしれな

いことを知りながら知らせないことは罪」という時代であり、液状化による被害の

調査結果等の情報の公開は当然だと思う。ボーリングデータのデータベース化も当

然であり、その公表もぜひ実施してもらいたい。

先の被害認識が書かれていないとの指摘だが、パブリックコメントで「砂上の楼

閣であることが分かった」というご意見があるように、厳しいようだが浦安は普通

の土地で大きな被害を受けたのではなく、被害を受けやすい土地であるという認識

が必要であり、被害の総括のところで書かれなければならないと思う。

（柳委員）ｐ６９「１ 環境と共生した新たな都市・生活システムの創生」の施策の方向

性の２点目で、「再生可能エネルギーの活用や省エネルギー機器の導入を促進」と

ある。また、パブリックコメントにも「環境未来都市構想」のイメージが掴めない

とある。これに関連する情報として、利用可能な自然エネルギーとして、太陽光等

以外にもスカイツリーでも取り入れられていて、ガイドラインが作られる等、普及

が進みつつある地中熱利用というものがある。地下水や地層の問題から、地盤に蓋

をするような強化する発想だけでなく、利用することの発想も重要だと思う。この

ような点も取り入れてもらいたい。

（企画政策課長）関谷委員のご指摘に関連して、元町で自治会とＮＰＯが一緒に子育てサ

ロンを実施するなど、交流の新しい目が出てきている。今回の地震に関していえば、

液状化対策に関する地域の取り組みをきっかけの一つとして、地域自治に向かって

いく流れがあると思うので、市も手探りだが支援していきたい。

中井先生のご指摘について、ｐ２５「（１）液状化対策に向けた的確な取り組

み」の１～２行目に若干触れているが、液状化対策が浦安の防災の基本だと改めて

認識した。どのような支援ができるのか今後の課題である。

柳先生のご指摘について、新しいエネルギーとして地中熱利用もあると思う。具

体的な話になるが、浦安環境共生都市コンソーシアムで環境未来都市構想の指定に

向けた議論を行っているところである。その中では、生活基盤を豊かにする視点と

して、「環境価値」「社会的価値」「経済的価値」といった視点を持ちながら、これ

らを再生産できるまちづくりを目指していくことを議論している。これを踏まえ、

新町地域だけでなく浦安市全体にどのように展開していくかが、浦安市の平成２４
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年度の課題である。エネルギーの問題は非常に大きいので、今回の地震でも大きな

影響を受けたことから、しっかり考えていきたい。

（石井副市長）資料「計画期間中の財政収支の見通し」で補足させて頂きたい。液状化対

策事業費の平成 32 年度までの合計は２４０億位になる。これは、ｐ４０の道路や

下水道等の施設の液状化対策を実施する場合のものである。

また、ｐ４３のボーリングデータのデータベース化は、市が実施したボーリング

調査のデータを一般の方に公開できる形を考えており、民間の方が行ったデータの

公開については今後の課題である。

３）その他について

●復興計画のとりまとめについて

（青山委員長）この素案をどう修正するか、委員長と事務局に一任いただきたいがよろし

いか。

＜全委員了承＞

（青山委員長）私は本日の意見の修正は賛成であり、市は消極的な部分もあるかもしれな

いが、調整可能だと思う。公開会議で議事録も残るので、至らないところもあるか

もしれないが、発言の意味は残るということで、ご理解を頂きたい。

市の面積比率や人口からみれば、東北の自治体よりも大きな被害とも言える。液

状化という特異な被害だったこともある中、また時間のない中、議論を頂き、有難

うございました。

キャッチフレーズに対する意見が無かった。あまり感動がなかったのかもしれな

いが、キーワードがいくつかあるので、市と委員長にお任せ頂きたい。

８ 閉会

市長より挨拶が行われた。


